
平
成
二
十
八
年
三
月
二
十
二
日
受
領

答

弁

第

一

八

六

号

内
閣
衆
質
一
九
〇
第
一
八
六
号

平
成
二
十
八
年
三
月
二
十
二
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
仲
里
利
信
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提
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Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
案
に
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撤
廃
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除
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規
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な
い
こ
と
に
よ
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じ
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影
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等
に
関
す
る
質

問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
仲
里
利
信
君
提
出
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
案
に
関
税
撤
廃
の
除
外
規
定
が
な
い
こ
と
に
よ
り
生
じ
る
影
響
等
に
関
す

る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

政
府
と
し
て
は
、
我
が
国
以
外
の
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
以
下
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
」
と
い
う
。
）
協
定
交
渉
参
加
国
の

国
内
の
議
論
に
つ
い
て
お
答
え
す
る
立
場
に
な
い
が
、
昨
年
十
一
月
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
首
脳
会
合
に
お
い
て
、
十
二
箇
国
の
首
脳
は

、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
早
期
発
効
を
目
指
す
こ
と
を
確
認
し
て
い
る
。

三
に
つ
い
て

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
に
、
自
由
、
民
主
主
義
、
基
本
的
人
権
、
法
の
支
配
と
い
っ
た
普
遍
的
価
値
を
共

有
す
る
国
々
と
共
に
、
二
十
一
世
紀
に
ふ
さ
わ
し
い
新
た
な
経
済
ル
ー
ル
を
作
り
、
人
口
八
億
人
、
世
界
経
済
の
四
割
近
く

を
占
め
る
広
大
な
経
済
圏
を
生
み
出
す
も
の
で
あ
り
、
安
倍
内
閣
の
「
成
長
戦
略
の
切
り
札
」
と
な
る
も
の
で
あ
る
。
政
府

と
し
て
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
を
早
期
に
発
効
さ
せ
、
そ
の
効
果
を
実
現
さ
せ
る
こ
と
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
お
り
、

我
が
国
が
率
先
し
て
動
く
こ
と
で
、
早
期
発
効
に
向
け
た
機
運
を
高
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

協
定
及
び
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
の
締
結
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
案
（
以
下
「
整
備
法
案
」

一



と
い
う
。
）
に
つ
い
て
本
年
三
月
八
日
に
閣
議
決
定
し
、
今
国
会
に
提
出
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

四
に
つ
い
て

昨
年
十
二
月
二
十
四
日
に
内
閣
官
房
が
公
表
し
た
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
経
済
効
果
分
析
」
に
お
い
て
は
、
農
林
水
産
物
へ
の

影
響
に
つ
い
て
は
、
個
別
品
目
ご
と
に
精
査
し
積
み
上
げ
、
こ
の
結
果
を
、
一
般
均
衡
モ
デ
ル
（
い
わ
ゆ
る
Ｇ
Ｔ
Ａ
Ｐ
モ
デ

ル
）
に
組
み
入
れ
て
い
る
。
そ
の
上
で
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
広
範
な
合
意
内
容
及
び
生
産
性
向
上
や
労
働
供
給
増
の
効
果
を
含

め
た
成
長
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
包
括
的
な
分
析
を
行
っ
た
も
の
で
あ
る
。

五
か
ら
七
ま
で
に
つ
い
て

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
に
は
、
本
年
二
月
三
日
の
衆
議
院
予
算
委
員
会
に
お
い
て
福
島
伸
享
委
員
が
指
摘
し
た
第
二
・
四
条
�
及
び

同
協
定
附
属
書
二－

Ｄ
の
日
本
国
の
関
税
率
表
の
一
般
的
注
釈
�
の
規
定
が
あ
る
。

外
交
上
の
や
り
取
り
の
詳
細
に
つ
い
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
は
、
相
手
国
と
の
関
係
も
あ
り
差
し
控
え
た
い
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ

協
定
に
限
ら
ず
、
経
済
連
携
協
定
で
は
、
見
直
し
・
再
協
議
に
関
す
る
規
定
が
設
け
ら
れ
る
こ
と
は
一
般
的
で
あ
る
と
認
識

し
て
い
る
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
規
定
は
、
あ
く
ま
で
も
要
請
に
基
づ
き
協
議
す
る
こ
と
を
定
め
る
も
の
で

あ
る
。

二



い
ず
れ
に
し
て
も
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
交
渉
は
、
関
税
だ
け
で
は
な
く
、
多
く
の
分
野
に
つ
い
て
同
時
並
行
で
交
渉
を
行
い
、

全
体
の
分
野
を
通
じ
た
バ
ラ
ン
ス
に
配
意
し
、
ぎ
り
ぎ
り
の
と
こ
ろ
で
合
意
に
至
っ
た
も
の
で
あ
り
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
発
効
後

に
何
ら
か
の
協
議
を
行
う
場
合
で
あ
っ
て
も
、
こ
の
よ
う
な
経
緯
を
十
分
踏
ま
え
、
慎
重
な
対
応
を
行
う
こ
と
が
必
要
で
あ

る
と
考
え
て
お
り
、
我
が
国
の
国
益
を
害
す
る
よ
う
な
合
意
を
す
る
こ
と
は
な
い
。

八
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
現
行
制
度
」
が
具
体
的
に
何
を
指
す
の
か
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
発
効
後
の
畜
産
農

家
及
び
甘
味
資
源
作
物
農
家
の
経
営
安
定
に
向
け
て
は
、
例
え
ば
、
肉
用
子
牛
生
産
安
定
等
特
別
措
置
法
（
昭
和
六
十
三
年

法
律
第
九
十
八
号
）
に
基
づ
く
生
産
者
補
給
金
等
の
交
付
及
び
砂
糖
及
び
で
ん
粉
の
価
格
調
整
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十

年
法
律
第
百
九
号
）
に
基
づ
く
価
格
調
整
に
関
す
る
措
置
を
引
き
続
き
実
施
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
お
り
、
ま
た
、
肉
用
牛

肥
育
経
営
安
定
特
別
対
策
事
業
及
び
養
豚
経
営
安
定
対
策
事
業
に
つ
い
て
も
、
法
律
に
基
づ
く
措
置
と
し
て
実
施
す
る
た
め

、
整
備
法
案
に
所
要
の
規
定
を
設
け
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三


